
新型コロナウィルス感染症の影響に対する外国人及び受入れ機関への支援策①（外国人への支援）

［生活維持に係る支援］ ［事業継続に係る支援］

［就労維持に係る支援］

特別定額給付金

子育て世帯への臨時特別給付金

住居確保給付金の対象範囲の拡大

○簡素な仕組みで迅速かつ的確に家計に対する支援を実施。給付対象者１人につき10万円を支給
○対象者：住民基本台帳に記録されている者（中長期在留者等の外国人を含む。）

○児童手当（本則給付）を受給する世帯に対する支援。児童１人につき１万円を支給
○対象者：児童手当（本則給付）の令和２年４月分の対象となる児童（３月分の対象となる児童を含む。)

（中長期在留者等の外国人を含む。）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

○地方自治体が実施する感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けた地域経済、住民⽣活の支援

持続化給付金

電気・ガス・電話・水道料金、ＮＨＫ受信料の支払猶予等の要請

中小事業者等が所有する事業用家屋及び設備等に係る固定資産税等の軽減措置

実習が継続困難となった技能実習生、特定技能外国人等に対する就労の維持

○解雇等された外国人の情報を職業紹介機関に提供することによる迅速かつ効率的なマッチング
〇在留資格「特定活動（就労可）」の付与、ニーズが高い他分野や特定技能への円滑な移行支援
○対象者：感染症の影響により解雇等され、実習が継続困難となった技能実習⽣、特定技能外国人等

国税・地方税徴収の猶予制度の特例

○収入が大幅に減少した場合において、無担保かつ延滞金なしで１年間、徴収猶予できる特例を措
置。令和２年２月１日から令和３年１月31日までに納期限が到来する国税・地方税について適用

○対象者：感染症の影響により、令和２年２月以降の任意の期間（１カ月以上）において、事業等
にかかる収入が前年同期比概ね20％以上減少しており、一時に納税することが困難な者

（中長期在留者等の外国人を含む。）

○厳しい経営環境にある中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、事業用家屋及び設
備等に係る固定資産税及び都市計画税を事業収入減少の程度に応じてゼロ又は１／２とする税制措
置。

○対象者：令和２年２月～10月までの任意の連続する３ヶ月間の売上高が、前年の同期間と比べて、
30％以上減少している者（中長期在留者等の外国人を含む。）

高等教育修学支援

○感染症の影響により、電気・ガス・電話・水道料金、ＮＨＫ受信料の支払いに困難な事情がある契約者につ
き、その置かれた状況に配慮し、料金の支払いの猶予等について、柔軟な対応を行うことを事業者に要請

○ＮＨＫ受信料について、相談窓口を設置するとともに、負担軽減措置を実施。
○対象者：電気・ガス・電話・水道・ＮＨＫ受信契約の契約者（中長期在留者等の外国人を含む。）

【緊急小口資金】
〇緊急かつ一時的に⽣計の維持が困難となった場合の小口の貸付（貸付上限額：20万円以内）
○対象：休業等により収入の減少があり、緊急かつ一時的な⽣計維持のための貸付を必要とする世帯

（中長期在留者等の外国人の世帯員がいる世帯を含む。）
【総合支援資金】
〇⽣活の立て直しが必要な場合に継続して支援 （２人以上世帯20万円以内。原則３か月以内）
○対象：低所得世帯であって，収入の減少や失業等により⽣活に困窮し、日常⽣活の維持が困難となっている

世帯（中長期在留者等の外国人の世帯員がいる世帯を含む。）

〇売上が前年同月比で50％以上減少している事業者に対し、事業の継続を支え再起の糧となる、事
業全般に広く使える給付金を支給（法人は最大200万円、個人事業者は最大100万円）

○対象：中堅企業、中小企業、小規模事業者等、フリーランスを含む個人事業者（中長期在留者等の
外国人を含む。）

国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険の保険料の減免等

○感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民健康保険料（税）等の減免を行った市町村等への
支援

○対象者：国民健康保険・後期高齢者医療・介護保険の被保険者（中長期在留者等の外国人を含む。）

個人向け緊急小口資金等の特例貸付

雇用調整助成金の特例措置の拡大

○アルバイト等、雇用保険被保険者でない労働者の休業への助成金支給対象の拡大
○休業手当（６割以上）に対する助成率の引上げ（最大10割）（要請を受けた中小企業に限る。）
○対象：感染症の影響を受ける事業主（中長期在留者等の外国人、外国人を雇用する者を含む。）

○家計が急変した学⽣等に対する授業料減免や給付型・貸与型奨学金を通じた支援
○対象者：授業料等の支払いが困難である学⽣（外国人のうち、特別永住者、永住者、日本人の配偶者等、

永住者の配偶者等、定住者のうち永住する意思があると認められた者を含む。外国人留学⽣につい
ては、別途奨学金制度を通じて支援）

○離職等や自己の責に帰さない理由等による就業機会の減少により経済的に困窮し、住居を失った者又はその
おそれがある者に対し、所要の求職活動等を条件に住居確保給付金を支給

○対象者：離職・廃業後２年以内又は休業等により、収入が減少し、離職等と同程度の状況にある者で、給付
要件を満たす者（中長期在留者等の外国人を含む。）

令和２年５月２２日現在

［在留関係諸申請に係る取扱い］

申請受付期間・審査結果受領期間等の延長

【申請受付期間の延長】
○在留資格変更許可申請・在留期間更新許可申請等の受付を在留期限から３か月後まで延長
○対象者：令和２年３月、４月、５月、６月又は７月中に在留期限を迎える在留外国人等
【審査結果受領期間の延長】
○在留資格変更許可申請及び在留期間更新許可申請の審査結果の受領（在留カードの交付等）期間を
通常在留期限の２か月から３か月間延長

○対象者：在留資格変更許可申請及び在留期間更新許可申請を既に行っている中長期在留者
【在留資格認定証明書の有効期間の延長】
○在留資格認定証明書の有効期間を６か月間に延長

国民年金保険料の免除
○感染症の影響により収入が減少した被保険者等に係る国民年金保険料の免除
○対象者：国民年金の被保険者（中長期在留者等の外国人を含む。）

帰国困難者等への対応

○感染症の影響による帰国困難者等につき，在留・就労等の継続を可能とする許可

公営住宅等の入居者等への柔軟な対応

○公営住宅について、事業主体に対し、既入居者に対する家賃支払いの猶予、家賃減免等の負担軽減措置や、
入居希望者に対する保証人の免除など、入居要件の弾力的取扱いなどの柔軟な対応を要請

○ＵＲ賃貸住宅について、⽣活困窮者に対する行政窓口の紹介や、滞納家賃の分割支払いの協議など、柔軟な
対応を実施

○対象者：公営住宅・ＵＲ賃貸住宅の入居者・入居希望者（中長期在留者等の外国人を含む。）

学生支援緊急給付金

○感染症の影響により収入が減少し、修学の継続が困難な学⽣等に対する支援。住民税非課税世帯の学⽣等は
20万円、それ以外の学⽣等は10万円を支給。

○対象者：大学（大学院含む）、短大、高専、専門学校、日本語教育機関に通う学⽣（中長期在留者等の外国
人を含む。）



［雇用維持・事業継続に係る支援］

［税制措置、支払猶予等］

［資金繰りに係る支援］

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

○地方自治体が実施する感染拡大の防止及び感染拡大の影響を受けた地域経済、住民⽣活の支援

中小事業者等が所有する事業用家屋及び設備等に係る固定資産税及び都市計画税の軽減措置

国税・地方税徴収、厚生年金保険料等の納付の猶予制度の特例

○収入が大幅に減少した場合において、無担保かつ延滞金なしで１年間、徴収・納付猶予できる特例を措置。令和２年２月１日から令和３年１月31日までに納期限が到来する国税・地方税・厚⽣年金保険料
等について適用

○対象者：感染症の影響により、令和２年２月以降の任意の期間（１カ月以上）において、事業等にかかる収入が前年同期比概ね20％以上減少しており、一時に納税（付）することが困難な者（外国人を雇
用する企業を含む。）

○厳しい経営環境にある中小事業者等に対して、令和３年度課税の１年分に限り、事業用家屋及び設備等に係る固定資産税及び都市計画税を事業収入減少の程度に応じてゼロ又は１／２とする税制措置。
○対象者：令和２年２月～10月までの任意の連続する３ヶ月間の売上高が、前年の同期間と比べて、30％以上減少している者（外国人を雇用する企業を含む。）

持続化給付金

電気・ガス・電話・水道料金、ＮＨＫ受信料の支払猶予等の要請

中堅・大企業の資金繰り支援

○指定金融機関である日本政策投資銀行及び商工組合中央金庫が、日本政策金融公庫によるツーステップローンを通じて危機対応業務等を実施
○対象：中堅企業、大企業（外国人を雇用する企業を含む。）

雇用調整助成金の特例措置の拡大

実質無利子・無担保融資

【政府系金融機関等による実質無利子・無担保融資】
○感染症の影響を受けて業況が悪化した中小企業・小規模事業者等に対し、日本政策金融公庫等による新型コロナウイルス特別貸付、商工組合中央金庫による危機対応融資を実施。これらを利用した事業者
のうち、特に売上高が急減した事業者は、当初３年間実質無利子・無担保の対象となる。

○対象：中堅企業、中小企業、小規模事業者（外国人を雇用する企業を含む。）等、フリーランスを含む個人事業者（中長期在留者等の外国人を含む。）
【民間金融機関による実質無利子・無担保・保証料減免融資】
○感染症の影響を受けて業況が悪化した中小企業・小規模事業者等のうち、都道府県等による制度融資においてセーフティネット保証４号・５号、危機関連保証のいずれかを活用した事業者に対し、民間金
融機関による実質無利子・無担保・据置最大５年・保証料減免の融資を実施。融資額3,000万円を上限に、保証料を全期間１／２又はゼロ、金利を当初３年間ゼロとする。

○対象：中小企業、小規模事業者（外国人を雇用する企業を含む。）等、フリーランスを含む個人事業者（中長期在留者等の外国人を含む。）

○感染症の影響により、電気・ガス・電話・水道料金、ＮＨＫ受信料の支払いに困難な事情がある契約者につき、その置かれた状況に配慮し、料金の支払いの猶予等について、柔軟な対応を行うことを事業
者に要請

○ＮＨＫ受信料について、相談窓口を設置するとともに、負担軽減措置を実施。
○対象者：電気・ガス・電話・水道・ＮＨＫ受信契約の契約者（外国人を雇用する企業を含む。）

〇売上が前年同月比で50％以上減少している事業者に対し、事業の継続を支え再起の糧となる、事業全般に広く使える給付金を支給（法人は最大200万円、個人事業者は最大100万円）
○対象：中堅企業、中小企業、小規模事業者（外国人を雇用する企業を含む。）等、フリーランスを含む個人事業者（中長期在留者等の外国人を含む。）

○アルバイト等、雇用保険被保険者でない労働者の休業への助成金支給対象の拡大
○休業手当（６割以上）に対する助成率の引上げ（最大10割）（要請を受けた中小企業に限る。）
○対象：感染症の影響を受ける事業主（中長期在留者等の外国人、外国人を雇用する者を含む。）

新型コロナウィルス感染症の影響に対する外国人及び受入れ機関への支援策②（受入れ機関への支援）

令和２年５月１５日現在


